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株式会社地域経済活性化支援機構法第３４条に基づく公表について 

 

平成２５年１０月２１日 

地域経済活性化支援機構 

 

 株式会社地域経済活性化支援機構法第３４条に基づき、地域経済活性化支援機構が平成

２５年７月１日から同９月３０日までの期間において行った再生支援決定その他の決定 

事項等について、以下のとおり公表します。 

 

１．再生支援決定を行った件数 

   ２件 

 

２．買取申込み等期間の延長の決定を行った件数 

   該当なし 

 

３．再生支援決定を撤回した件数 

   該当なし 

 

４．買取決定を行った再生支援対象事業者の概要並びに買取りに係る債権の元本総額及び

信託の引受けに係る貸付債権の元本総額 

（１）再生支援対象事業者の概要 

     関東地方の医療法人 

 （２）買取りに係る債権の元本総額 

     ６６３百万円 

（３）信託の引受けに係る貸付け債権の元本総額 

    該当なし 

 

５．出資決定を行った再生支援対象事業者の概要及び出資総額（債務の株式化等による  

場合にあっては、現物出資された債権の元本総額） 

（１）再生支援対象事業者の概要 

     該当なし 

（２）出資総額 

     該当なし 

 

６．再生支援対象事業者に係る債権の処分の類型（債務の免除、債権の譲渡その他の  

類型をいう。）ごとの当該処分を行った件数及び再生支援対象事業者に係る株式又は 
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持分の処分の類型（譲渡、消却その他の類型をいう。）ごとの当該処分を行った件数  

並びに当該処分時における再生支援対象事業者に対する当該債権の元本総額（信託の

引受けに係る貸付債権の元本総額を除く。以下において同じ。）及び処分後における 

再生支援対象事業者に対する当該債権の元本総額 

（１）債権の処分を行った件数 

    債務の免除：該当なし、債権の譲渡：１件、その他：２件 

（２）株式又は持分の処分を行った件数 

    １件 

（３）処分時における再生支援対象事業者に対する債権の元本総額 

    １，８３５百万円  

（４）処分後における再生支援対象事業者に対する債権の元本総額 

    ０円 

 

７．一の再生支援決定に係る全ての業務を完了した再生支援対象事業者の概要及び再生 

支援対象事業者に対して行った買取決定に係る債権の買取価格の総額 

（１）再生支援対象事業者の概要 

①東北地方の道路旅客運送業者 

②四国地方の学校法人 

③九州・沖縄地方の建設・不動産業者 

（２）買取決定に係る債権の買取価格の総額 

    ６３５百万円 

 

８．特定信託引受対象事業者の概要及び特定信託引受けに係る貸付債権の元本総額 

（１）特定信託引受対象事業者の概要 

 該当なし 

 （２）特定信託引受けに係る貸付債権の元本総額 

     該当なし 

 

９．一の特定信託引受決定に係る全ての業務を完了した特定信託引受対象事業者の概要 

    該当なし 

 

１０．特定事業再生支援会社の名称及び特定事業再生支援会社ごとの特定出資の額 

    該当なし 

 

１１．一の特定出資決定に係る全ての業務を完了した特定事業再生支援会社の名称 

    該当なし 
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１２．特定専門家派遣決定を行った件数 

    １件 

 

１３．特定経営管理に係る株式会社の事業の概況 

    ①会 社 名：REVIC キャピタル株式会社 

②設  立：平成２５年６月２８日 

    ③所 在 地：東京都千代田区大手町 

④資 本 金：約１５億円 

    ⑤業務内容：地域経済の活性化に資する資金供給を行う投資事業有限責任組合の

無限責任組合員に係る業務及びこの業務に附帯する業務等 

    ⑥活動状況：平成２５年９月３０日に株式会社山口銀行、株式会社北九州銀行、

西中国信用金庫、萩山口信用金庫、東山口信用金庫、独立行政法人

中小企業基盤整備機構、山口県信用保証協会及び山口キャピタル 

株式会社と共同で事業再生ファンド（名称「やまぐち事業維新ファ

ンド投資事業有限責任組合」）を設立し共同運営を開始 

 


